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平成27年度の本審議会では、下記の状況を踏まえ審議が⾏われた。

・公正性・妥当性を確保すること

・受益者負担を原則とし、将来世代への負担の先送りは極⼒避けるべきであること

・経営の効率化による経費削減等を前提とすること

・⼀般家庭に対し、急激な負担増とならないよう配慮すること
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（参考）平成２７年度⿃取市下⽔道等事業運営審議経過
審議会 ⽇時 概要

第１回 平成27年7⽉23⽇ ・下⽔道等事業に係る諸状況の確認

第２回 平成27年8⽉27⽇ ・下⽔道事業の財政及び使⽤料の現状、今後の⾒込みを整理

第３回 平成27年10⽉1⽇ ・新使⽤料の改定素案の提⽰

第４回 平成27年10⽉26⽇ ・新使⽤料の改定具体案の検討

２．前回の審議会での審議経過



維持管

理費資本費

事業報酬

３．前回の答申内容 (1/6)

（１）使⽤料対象経費
下⽔道等使⽤料は、下⽔道事業の管理運営に係る経費のうち、私費として

負担すべき経費を回収するために使⽤者から徴収するものであり、能率的な
管理下における適正な経費及び事業の健全な運営を確保するために必要な経
費に基づき算定されるべきものであることから、維持管理費、資本費、事業
報酬の私費負担分を使⽤料対象経費とすることした。
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下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬

・総括原価⽅式
事業の総費⽤を総括原価とし、総収⼊と⾒合うように料⾦を設定する⽅式である。
また、この場合の総括原価とは使⽤料対象経費のことを⽰す。

・下⽔道等事業における使⽤料対象経費
下⽔処理に係る維持管理費及び資本費のうち、汚⽔分に係る費⽤。
（⾬⽔分に係る費⽤は公費負担としており、使⽤料対象経費から除きます。）
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下⽔道使⽤料＝



３．前回の答申内容 (2/6)

（２）使⽤料算定期間
使⽤料算定期間は、現状分析、将来推計ともに合理的に⾏える３年程度が

妥当なため、平成28年度から30年度までの３年間とすることとした。

（３）使⽤料対象経費回収率、平均改定率
算定期間中に経費回収率は85％まで下落すると予測されている。その場

合、100％を達成するためには平均改定率17％の⼤幅改定を⾏う必要がある
が、使⽤者の負担を勘案し、経営合理化を⾏い2％以上の経費削減をすること
とした。それにより、平均改定率を14.6%とすることとした。

（４）基本料⾦
⼀般家庭に対する急激な負担増とならないよう、段階的に単価を引上げる

こととし、前回の改定では、現⾏の８５６円から９５６円とすることとした。
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下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬



３．前回の答申内容 (3/6)

（５）0㎥を超え8㎥までの単価改定率
「０m³を超え８m³まで」の単価は６円/㎥と、他の⽔量区分と⽐較しても

極めて低額となっており、整合を図る必要があるが、急激な単価の引上げは、
単⾝世帯や⼀般家庭に対する影響が⼤きいことから段階的に引上げることとし、
前回の改定では単価を６円から２７円とすることした。

（６）特別料⾦
特別汚⽔に係る使⽤料は、各⽔量区分の改定率との整合を図る観点から、現

⾏の1㎥につき107円から122円に改定することとした。

（７）改定時期
使⽤料改定の時期は、市⺠周知期間を⼗分に確保するため、平成２８年１

０⽉１⽇以降に賦課する使⽤料（9⽉以降検針分）からとすることとした。
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下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬



（１ヶ月あたり、円/㎥）

区分 改定前 改定後
（H28.7～現在）

増加額

一般汚水

基本使用料 856 956 100

従量使用料

0㎥を超え8㎥まで 6 27 21
8㎥を超え20㎥まで 109 112 3
20㎥を超え30㎥まで 146 166 20
30㎥を超え50㎥まで 161 183 22
50㎥を超え100㎥まで 183 208 25
100㎥を超え200㎥まで 194 221 27
200㎥を超え500㎥まで 203 231 28
500㎥を超え1,000㎥まで 224 255 31
1,000㎥以上 256 291 35

特別汚水（※） 107 122 15
（※）特別汚水とは、一般公衆浴場および公共施設のプールからの排水です。

5

３．前回の答申内容 (4/6)
下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬

(税抜)
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(単位：円、%)

水量区分ごと
使用料

改定前 改定後 増加額 増加率

8㎥/月 904 1,172 268 29.6%

20㎥/月 2,212 2,516 304 13.7%

30㎥/月 3,672 4,176 504 13.7%

100㎥/月 16,042 18,236 2,194 13.7%

200㎥/月 35,442 40,336 4,894 13.8%

３．前回の答申内容 (5/6)
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【総務省⾃治財政局】
⼀般的な家庭の使⽤の⽬安である20㎥の使⽤料について、3,000円を⽬途に
適正化を図るべき。

⿃取市 改定後使⽤料 2,516円/⽉（20㎥使⽤時）（税抜）

(税抜)

下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬



３．前回の答申内容 (6/6)

（８）その他
社会経済情勢の急迫かつ不測の変化により、本答申の内容をそのまま適⽤

することについて著しく妥当性を⽋くと判断される場合には、諸般の事情を総
合的に考慮し、公正妥当な範囲の改定に留める等、柔軟に対応することが適当
である。ただし、その場合には、今回以降の料⾦改定において、前回⽬標とし
た改定率の達成を図ることとした。
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下⽔道等使⽤料の改定について 8項⽬



（１）経営健全化の取組み
使⽤料対象経費は、能率的な管理下における適正な経費であることを

その前提としており、その意味で、使⽤者に対し料⾦の値上げという直接
的な負担を求めるのであれば、経営の効率化や経費削減といった企業努⼒
がその前提となることは⾔うまでもない。

これまで様々な取組みを通して経営の健全化に努めてきたことは認め
られるものの、今後は、施設の計画的な修繕、更新、統廃合や未接続地域
への普及促進、資本費の抑制をよりいっそう進めるとともに中⻑期的な観
点に⽴ち計画的な経営健全化の実現に努⼒されたい。

（２）⽔質使⽤料の導⼊
⽔質使⽤料は、⼀定基準の濃度を超える汚⽔排出者に対し、⽔質濃度

に応じた費⽤負担を求めるものであり、⼀般使⽤者との負担の公平性を確
保する点で有意義な制度であることから、引続き導⼊に向けて調査・検討
されたい。

付帯意⾒ 4項⽬
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４．前回の答申付帯意⾒内容(1/2)



（３）下⽔道等使⽤者の利便性の向上
使⽤者が料⾦を納付しやすいようコンビニエンスストア等での使⽤料収納

の拡充等各種のサービス向上に資する環境整備に努められたい。

（４）きめ細やかな広報活動
安定的に事業を運営していくためには、下⽔道等事業に対する市⺠の理解

と協⼒が不可⽋である。
そのため、市⺠の意⾒も取り⼊れつつ、ホームページ、下⽔道だよりをは

じめとした広報誌等、多様な情報発信ツールを積極的に活⽤し、下⽔道のこ
とを⼀⼈でも多くの市⺠の⽬に触れるようきめ細やかな広報活動の実施に努
められたい。

併せて、より分かりやすく、市⺠⼀⼈ひとりが下⽔道を⾝近で⼤切なもの
として実感できるような広報内容の充実に努⼒されたい。
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付帯意⾒ 4項⽬
４．前回の答申付帯意⾒内容(2/2)



５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(1/7)

①維持管理費の節減について
・処理施設の統合の取組み

平成28年度統合完了 国英地区（蔵⽥⾺場地区へ統合）
平成29年度統合完了 末恒地区（千代⽔地区へ統合）
平成34年度統合⾒込 本⾼地区、南東郷地区（東郷地区へ統合）
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（１）経営健全化の取組みについて

千代水地区

末恒地区

国英地区

蔵田馬場地区

南東郷地区

東郷地区

本高地区

統合完了

統合見込



５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(2/7)

②接続率の向上
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（１）経営健全化の取組みについて

※接続率(％）＝⽔洗化している⼈⼝／下⽔道を利⽤できる⼈⼝×１００

○普及促進活動

未接続の世帯に対し、訪問及び
⽂書により接続を依頼

・年1回以上接続するまで継続して訪問

・留守が続く世帯への夜間訪問

・未接続理由に応じたきめ細かな依頼
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③徴収率の向上
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（１）経営健全化の取組みについて

５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(3/7)

・⼝座振替促進
毎⽉、⾃主納付者を抽出し、お願い⽂書と⼝振依頼書を送付した。

・滞納整理による未収⾦の縮減
下⽔道使⽤料の徴収について、債権管理課と連携を図り⻑期滞納者を債権管理課へ
移管し財産差し押え等法的⼿段による収納を⾏った。
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98.5%
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公共下水道 経営目標（公共）

集落排水 経営目標（集排）

H27 H28 H29
⼝振件数 280,436 294,250 296,404
全体件数 352,608 358,258 362,674

79.5% 82.1% 81.7%



①調査対象について
・対象となる事業場

市内全ての特定事業場
（⽔質汚濁防⽌法の特定施設を設置している、⽔質規制の対象事業場）
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（２）⽔質使⽤料の導⼊

・過去３年間の調査の結果、⽔質使⽤料賦課対象の基準値となる汚濁負荷量
（BODまたはSS）が200 ㎎/ℓ以上となった特定事業場は、

全体数228件に対して、９件と少ない。（４％程度）
・事業場排⽔について、各事業場は⼯場排⽔と⼀般排⽔とが混在しており、

正確な⼯場排⽔量を把握することが困難である。正確な流出量を把握する
ための流量計設置について、費⽤が掛かることとなる。
また、仮に⿃取市が⽔質使⽤料を導⼊した場合、対象となる事業場及び排
⽔が少ないため、費⽤対効果を期待できない。

・⿃取市としては、各事業場で⿃取市下⽔道経営課が⽴会して採⽔し、検
査の結果により指導をしていく⽅針とする。

②調査結果及び今後の対応

５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(4/7)



下⽔道等使⽤料のコンビニ収納エリアの拡⼤について
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５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(5/7)

ローソン、ファミリーマート
セブンイレブン、ポプラ
などすべてのコンビニが対象

② 平成２７年１２⽉
旧⿃取市の集落排⽔分
河原町全域・⻘⾕町の⼀
部の公共下⽔道を追加

③ 平成２９年４⽉
⿃取市全域においてコ

ンビニ納付が可能となり
ました。⿃取市

⿃取県

（３）下⽔道等使⽤者の利便性の向上

① 平成２５年４⽉
旧⿃取市・国府町の公共

下⽔道分
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５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(6/7)

継続して⾏った広報活動 新たに試みた広報活動
・とっとり市報へ特集ページ掲載
・ケーブルテレビ「下⽔道の正しい使⽤」

について放送
・ぴょんぴょんチャンネル⽂字放送
・下⽔道だより発⾏（年２回）
・下⽔道ちらし配布（市内全地区公⺠館、

市内全⼩学校４年⽣へ配布）
・下⽔処理場⾒学会の開催

・下⽔道パンフレット「⿃取市の下⽔道」
を発⾏

・マンホールカードを作成し、まちパルに
おいて配布
（配布枚数2,224枚︓H30.8.31時点）

・⿃取市フェイスブック『⿃取いいね』へ、
PR動画を投稿

・市役所本庁舎待合スペースの広告⽤ディ
スプレイへ、「下⽔道の詰まりと正しい
使い⽅について」静⽌画⾯の表⽰

これらの広報活動を積極的に⾏った結果、
下⽔道施設⾒学会については過去最⾼の参加⼈数となった。

（４）きめ細やかな広報活動
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（４）きめ細やかな広報活動
５．前回の答申付帯意⾒に係る取組み状況(7/7)
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（１） 平成29年度決算状況

６．今後の財政収⽀等⾒込み(1/8)

収益として計上しますが、
現⾦収⼊は伴いません。 減価償却費・試算減耗費は費⽤として計上しま

すが、現⾦⽀出は伴わないため、内部留保資⾦
となります。

資本的収⽀不⾜額は、
前年度使⽤しなかった内部留保資⾦
で補填します。

内部留保資金
47.14

(億円)
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６．今後の財政収⽀等⾒込み(2/8)
（２） 処理⽔量と⼈⼝動態
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６．今後の財政収⽀等⾒込み(3/8)
（３） 使⽤料収⼊の推移



15.29  14.69  15.45  16.16  16.42  16.96  17.26 

6.31  5.95  6.33  6.67  6.75  6.85  6.96 

21.60 
20.64 

21.78 
22.83  23.17  23.81  24.22 
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私費分 公費分

（億円）
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（４） 維持管理費

６．今後の財政収⽀等⾒込み(4/8)

※H29は決算値、H30は予算値、H31度〜H33度は⾒込値

内訳

管渠、ポンプ場、処理場
の管理運営費

⽔質管理費

⽔洗化普及費

使⽤料等賦課徴収経費



7.60億円 7.39億円 7.07億円 6.63億円 6.87億円 7.09億円 7.21億円

4.26億円 4.21億円 4.49億円 4.90億円 4.90億円 4.90億円 4.90億円

4.01億円 3.82億円
4.83億円

5.73億円 5.55億円 5.56億円 5.66億円

15.87億円 15.42億円
16.39億円

17.25億円 17.32億円 17.55億円 17.77億円
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計画及び緊急修繕費

ユーティリティ費

施設運転管理費

電気代、燃料費
消耗品費
薬品代 など

処理場、ポンプ場の運
転、管理をするために必
要な経費
（人件費）

管渠、処理場、ポンプ場
の修繕費

６．今後の財政収⽀等⾒込み(5/8)
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（５） 維持管理費（包括的⺠間委託費）

(億円)



11.7 11.9 12.1 12.2 12.1

3.7 3.4 3.2 3.0 2.7
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(億円)
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※H29は決算値、H30は予算値、H31度〜H33度は⾒込値

（６） 資本費（企業債）

６．今後の財政収⽀等⾒込み(6/8)
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23
※H29は決算値、H30は予算値、H31〜H33は⾒込値

（７） 資本費（年度末企業債残高）

６．今後の財政収⽀等⾒込み(7/8)



（８） まとめ（使⽤料収⼊と使⽤料対象経費の⾒込み）

24※H27度〜H29度は決算値、H30度は予算値、H31度〜H33度は⾒込値

６．今後の財政収⽀等⾒込み(8/8)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度
平成31～33年度

合計

使 用 料 収 入 （千円） 2,869,675 3,122,869 3,330,822 3,314,835 3,298,592 3,282,099 3,265,361 9,846,052

１．資 本 費 （千円） 1,546,208 1,553,266 1,544,665 1,535,864 1,527,269 1,520,701 1,486,103 4,534,073

元 金 償 還 金 （千円） 1,120,104 1,153,369 1,174,161 1,190,874 1,205,887 1,223,630 1,214,038 3,643,555

支 払 利 息 （千円） 426,104 399,897 370,504 344,990 321,382 297,071 272,065 890,518

２ ． 維 持 管 理 費 （千円） 1,528,869 1,468,976 1,544,774 1,615,901 1,641,924 1,696,080 1,726,192 5,064,196

管 渠 費 （千円） 201,198 204,768 242,485 249,773 257,113 263,401 269,987 790,501

ポ ン プ 場 費 （千円） 59,261 60,760 65,522 65,106 67,286 68,169 69,053 204,508

処 理 場 費 （千円） 1,028,622 981,650 1,021,789 1,091,578 1,096,646 1,118,161 1,140,315 3,355,122

水 質 管 理 費 （千円） 3,258 3,182 3,214 3,664 3,532 3,532 3,532 10,596

水洗化普及費 （千円） 15,424 13,510 11,113 11,549 11,549 11,549 11,549 34,647

業 務 費 （千円） 141,001 138,947 130,460 118,990 129,803 155,273 155,761 440,837

総 係 費 （千円） 80,105 66,159 70,191 75,241 75,995 75,995 75,995 227,985

使用料対象経費 （千円） 3,075,077 3,022,242 3,089,439 3,151,765 3,169,193 3,216,781 3,212,295 9,598,269

経 費 回 収 率 （％） 93.3% 103.3% 107.8% 105.2% 104.1% 102.0% 101.7% 102.6%



 10⽉11⽇ 第１回審議会

 11⽉上旬 第２回審議会

※審議の状況等によりスケジュールが変更となる場合がございます。

平成30年度の下⽔道等事業運営審議会
のスケジュールについて


